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要旨：PCM の施工には左官工法と吹付け工法があり，湿式吹付け工法は左官工法に比べて，一度に施工でき

る範囲が広く，品質の均一化が図れる特長を有す。本論文では，さらに施工効率の高い乾式吹付け工法によ

り PCM 巻立てを行い，乾式吹付けモルタルの各種物性試験を行った。また，地震時を想定した正負交番載荷

試験を行い，乾式および湿式吹付け工法の種別による耐震補強効果への影響について検証した。 
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1. はじめに 

従来の既設 RC 橋脚の段落とし部の耐震補強工法とし

ては，RC 巻立て工法，鋼板巻立て工法，連続繊維シー

ト巻立て工法などが一般的であるが，RC 巻立て工法は

巻立て厚の増加に伴う河積阻害率・建築限界の増大や自

重の増加，鋼板巻立て工法は施工性や経済性，連続繊維

シート巻立て工法は湿潤面への接着性や，雨天時の施工

などに問題があった。 

そこで著者らは補強筋を既設橋脚に接触配置し，鉄筋

かぶりを確保するまで PCM を吹付ける工法を提案した。

本工法は付着特性に優れた PCM を巻立てに用いること

で，巻立て厚を RC 巻立て工法の約 1/5 に低減できるた

め河積阻害率や建築限界の制約を受けにくく，自重の増

加を抑えることが可能となる。また，PCM の巻立てを吹

付け施工によって行うことで，広範囲の安定した施工が

可能となり，施工速度や施工性を向上させ工期の短縮や

品質の向上を図ることが可能である 1) 。工法比較を図－

1 に示す。補強筋として軸方向筋に D22 を，せん断補強

筋に D16 を使用した場合を想定して比較すると RC 巻立

て工法は施工上，250mm 程度の断面増加が必要となるが，

PCM 吹付け工法は鉄筋を既設コンクリート表面に接触

配置できるため鉄筋のあきが不要であり，また中性化速

度がコンクリートの 1/5以下のPCMを使用するためにか

ぶり厚を薄く（最外縁の鉄筋径以上）できる。よって全

巻立て厚を 1/5 程度に低減できる。 

また，PCM の施工には左官工法と吹付け工法があり，

湿式吹付け工法は左官工法に比べて，一度に施工できる

範囲が広く，品質の均一化が図れる特長を有す。このよ

うな湿式吹付け工法においても，左官工法による PCM 

巻立てと同等な耐震補強効果が確認されている 2)。本研

究では，さらに施工効率の高い乾式吹付け工法により

PCM 巻立てを行い，地震時を想定した正負交番載荷試験

を行い，乾式および湿式吹付け工法の種別による耐震補

強効果への影響について検証した。 

 

2. 乾式吹付けモルタルの物性 

2.1 各種試験の概要 

乾式吹付けモルタルは図－2に示すシステムによって

混練され，その水平搬送距離は最大300mと，湿式モルタ

ルの約5倍以上の圧送性と，吹付けノズル先からの吐出量

は約1m3/hと，湿式モルタルの約3倍以上の能力を有す。

乾式吹付け工法は20数年前に開発され，当時の乾式吹付

け工法は湿式工法に比べて，粉塵の発生量が多い，リバ

ウンド率が高い等の問題点があったが3)，本工法のシス

テムでは，乾式吹付け専用ノズルおよび添加ポリマーエ

マルジョンによりリバウンド，粉塵の発生を低減するこ

とが可能となった。 

ここでは，乾式吹付けモルタルの基礎物性として，圧

縮強度，静弾性係数，長さ変化率，熱線膨張係数および

引張接着強度を，また耐久性に関係する物性として，凍

結融解抵抗性，中性化促進試験，塩化物イオンの実効拡
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散係数と見掛けの拡散係数を測定した結果を報告する。

次に施工性に関係する性能として，粉塵の発生量および

材料ロス率を測定した。本試験に用いた乾式吹付けモル

タルの配合を表－1 に示す。なお，粉体は主成分として

早強セメント，乾燥珪砂，膨張材等をプレミックスした

ものを使用した。 

(1) 圧縮強度と静弾性係数 

 JSCE-F561-2005「吹付けコンクリート(モルタル)の圧

縮強度試験用供試体の作り方(案)」に準拠して，乾式吹

付けモルタルを直接パネル型枠に吹付けた（t=250mm）。

その後，JIS A 1107 (2002)「コンクリートからのコアの採

取方法及び圧縮強度試験方法」に準拠して，φ

100×200mm に供試体を切り取り，JHS 432(2006)「断面修

復用吹付けモルタルの試験方法」に準拠して，材齢 3，7，

28 日で圧縮強度と材齢 28 日で静弾性係数を測定した。 

(2) 長さ変化率 

 乾式吹付けモルタルを 100×100×400mm の鋼製型枠に

吹付け作製した後，JHS 432-2006「断面修復用吹付けモ

ルタルの試験方法」に準拠して，施工後，48 時間で脱型

して，基長を測定した。所定の材齢まで，室温 20±2℃，

相対湿度 60±10%の気中で養生して，JIS A 1129 (2001)「モ

ルタル及びコンクリートの長さ変化試験方法/コンタク

トゲージ方法」に準拠して，長さ変化率を測定した。 

(3) 熱膨張係数 

 乾式吹付けモルタルを埋め込み，ひずみゲージをセッ

トした 100×100×400mm 鋼製型枠に吹付け作製した後，

JHS 432-2006 に準拠し，48 時間で脱型し，室温 20±2℃，

相対湿度 60±10％の気中で 28 日間養生した。その後，

20℃を起点に 60℃までの範囲で，10℃毎にひずみと温度

の測定を行った。熱膨張係数は，10℃毎に得られたデー

タを，横軸に温度，縦軸にひずみを記録し，得られた直

線の平均勾配（μ/ ℃）から求めた。 

(4) 引張接着強度 

 予めウォータージェット処理を行った下地コンクリー

トにアクリルエマルション系プライマーを 100g/m2 の塗

布量で処理後，乾式吹付けモルタルを直接下地コンクリ

ートに吹付けた。その後，JIS A 1107 (2002)に準拠し，φ

75×150mm に供試体を切り取り，JHS 432-2006 に準拠し

て，材齢 28 日で引張接着強度を測定した。 

(5) 凍結融解抵抗性 

 JSCE F561-2005 に準拠して，乾式吹付けモルタルを直

接パネル型枠に吹付けた。100×100×400mm に切り出し

後，温度 20±2℃の水中で養生して，材齢 28 日より，JIS 

A1148 (2001)「コンクリートの凍結融解試験方法/水中凍

結融解試験法(A 法)」に準拠して，相対動弾性係数を測

定した。 

(6) 中性化促進試験 

 JSCE-F561-2005 に準拠して，乾式吹付けモルタルを直

接パネル型枠に吹付けた。100×100×400mm に切り出し後，

JIS A 1153 (2003)「コンクリートの促進中性化試験方法」

に準拠して，温度 20±2℃，相対湿度 60±5％，二酸化炭

表－2 乾式吹付けモルタルの基礎物性値 

試験項目 材齢 試験結果 

3日 33.9 

7日 37.4 圧縮強度 (N/mm2  ) 

28日 46.3 

静弾性係数 ( x104N/mm2  ) 28日 1.93 

28日 -0.014 

56日 -0.021 長さ変化率 (%) 

91日 -0.024 

熱膨張係数 (×10-5 / ℃ ) 28日 1.2 

引張接着強さ( N/mm2 ) 28日 2.7 

 

図－4 乾式吹付けモルタルの凍結融解試験結果 

 

図－2 乾式吹付けモルタルの混練システム 

表－1 乾式吹付けモルタルの配合 

配合 ( kg/m3 ) 配合比 

粉体 液体* 水 W/C S/C P/C 

1925 107 168 0.26 1.2 ≤ 5% ≤

*アクリル系エマルジョン 

 

（a）壁面       （b）天井面 

図－3 吹付け状況 
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素濃度 5±0.2％の条件下で，中性化促進試験を行った。 

(7) 塩化物イオンの実効拡散係数と見掛けの拡散係数 
JSCE-F561-2005に準拠して，乾式吹付けモルタルを直

接パネル型枠に吹付けた。その後，JIS A 1107 (2002)に準

拠して，φ100×200mmに供試体を切り取った。塩化物イ

オンの実効拡散係数は，φ100×50mmに切り出したもの

を試験体として，JSCE G571(2007)「電気泳動によるコン

クリート中の塩化物イオンの実効拡散係数試験方法

(案)」に準拠して，見掛けの拡散係数は，φ100×200mm

供試体の両端面から25mm部分を切断除去して，高さ

150mmに成型したものを試験体として，JSCE- G572-2007

「浸せきによるコンクリート中の塩化物イオンの見掛け

の拡散係数試験方法（案）」に準拠して測定した。 

(8) 粉塵量 

乾式吹付けモルタルと超速硬セメントを用いた従来

の乾式吹付けモルタルと早強セメントを用いた湿式吹付

けモルタルの 3 種類の材料を約 3.5××4×3m の閉鎖された

空間で 500×500×40mmの鉄筋有り型枠へ吹き始めてから

吹き終わるまでの粉塵量を，デジタル粉塵計(LD-5D 型)

を用いて計測した。 

(9) 材料ロス率 

壁 面 お よ び 天 井 面 そ れ ぞ れ に 設 置 し た

900×1200×200mm の鉄筋有り型枠に圧送距離 200m で, 

図－3 に示すように乾式吹付けモルタルを吹付け，その

際に跳ね返った材料および付着せずに落ちた材料を測定

し，これらの合計を吹付け総質量に対する百分率で表し

て，材料ロス率を求めた。 

2.2 試験結果 

乾式吹付けモルタルの圧縮強度，静弾性係数，長さ変

化率，熱線膨張係数および引張接着強度を，表－2 に示

す。圧縮強度は材齢 3 日で 30N/mm2以上，材齢 28 日で

は 45N/mm2 以上の性能であった。長さ変化率は材齢 28

日で-0.014%，材齢 91 日でも-0.024%と極めて小さい値で

あった。引張接着強度は一般的な目安 1.5N/mm2 の約 2

倍の値を示した。 

乾式吹付けモルタルの凍結融解抵抗性試験 300 サイク

ル後の相対動弾性係数は，図－4 に示すように約 90％で

あった。また材齢 1，4，8，13 および 26 週のいずれでも

中性化深さは 0mm であった。さらに乾式吹付けモルタ

ルの塩化物イオンの実効拡散係数は 0.0177cm2/年，見掛

けの拡散係数は 0.118cm2/年と，各種セメントコンクリー

トの性能と比べても十分に低い値であった 4)。 

乾式吹付けモルタルの粉塵量は図－5 に示すように，

超速硬セメントを用いた在来乾式吹付けモルタルと比べ
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図－5 各吹付け工法の粉塵量の測定結果 

超速硬セメントを用いた在来乾式吹付けモルタル 

早強セメントを用いた 

在来湿式吹付けモルタル 

乾式吹付けモルタル 

表－3 乾式吹付けモルタルの材料ロス率 

施工面 
吹付け 

総質量 

材料ロス 

（kg） 

材料ロス率 

（％） 

壁面 83.3 17.5 

天井面 
475kg 

122 25.6 

図－6 試験体の概略図 

図－7 水平力－水平変位関係（設計値） 
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表－4 材料特性値 

（a）コンクリート，PCM 

（b）補強筋 

（単位：N/mm
2
）

項　目 圧縮強度 弾性係数 曲げ引張強度 引張強度

設計 30 28000 2.22 -

実測 36.4 27300 4.91 3.3

設計 30 28000 2.22 -

実測 42.6 22500 9.39 2.33

設計 30 28000 2.22 -

実測 68.2 27000 7.7 4.6

コンクリート

乾式PCM

湿式PCM

（単位：N/mm
2
）

降伏強度 引張強度 弾性係数

鉄筋（SD345） 設計 補強筋 345 490以上

D10 せん断補強筋 376 548

D16 曲げ補強筋 402 550

2x10
5

実測

項　目
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て 1/5～1/6 に低減されており，早強セメントを用いた在

来湿式吹付けモルタルでは同一量を施工するのに 3 倍以

上の時間を要し，最終的な粉塵量は乾式吹付けモルタル

を上回った 5)。 

表－3 に乾式吹付けモルタルの材料ロス率を示すが，

壁面に比べて天井面でやや多い結果であったが，いずれ

も約 2 割前後で，5 割以上あった在来工法と比べると著

しく低減されて，ほぼ湿式吹付けモルタルと同程度であ

った 5)。 

 

3. 正負交番載荷試験による曲げ補強効果の検討 

3.1 試験体 

図－6 に試験体の概略図を示す。試験体は No.1～No.3

の 3 体で，No.1 は無補強試験体，No.2 は乾式吹付け PCM

巻立て，No.3 は湿式吹付け PCM 巻立てによる補強試験

体である。コンクリートと PCM および鉄筋の材料特性

値を表－4に示す。 

形状は，柱部高 1600mm，断面 300×300mm の正方形

で上下にフーチングを有する橋脚型とし，既設 RC 橋脚

を約 1/5 スケールで模型化した。また基部から載荷点ま

での高さは 2555mm である。既設鉄筋としてコンクリー

ト最外縁から 50mm の位置に軸方向筋を 8 本配置し，せ

ん断補強筋を 100mm 間隔で 16 本配置した。なお，せん

断補強筋は重ね継手とした。No.2，3 の補強部の補強筋

に関して柱部最外縁から 28mm の位置に軸方向筋を 8 本

とせん断補強筋を 100mm 間隔で 16 本配置した。せん断

補強筋はコンクリートの横拘束効果を期待できるようラ

ップ長 10φ（φ：鉄筋径）でフレアー溶接を行った。No.2，

No.3 では柱基部の曲げ補強による定着も行い，軸方向筋

はアンカー孔(φ26mm)に定着長 20D でエポキシ樹脂注

入により定着した。なお吹付け厚は，かぶりが 10mm と

なるように No.2，No.3 のいずれも 36mm とした。 

 

3.2 補強設計 

設計方法は道路橋示方書Ⅴ耐震設計編，平成 14 年 3

月（以下 H14 道示）6），「既設道路橋の耐震補強に関する

参考資料」7）に規定される鉄筋コンクリート橋脚の地震

時保有水平耐力および許容塑性率の算出方法に準拠した。

設計値の算定は，材料試験により得られた材料特性値を

用いた。 

図－7 に算定結果を示す。前述の設計方法によって単

柱式 RC 橋脚のひび割れ耐力 Pc，初降伏耐力 Py0，終局耐

力 Pu，およびひび割れ変位δc，初降伏変位δy0，終局変

位δu，ならびに塑性率μ（=δu／δy0）を算出した。な

お，本論文では最大水平荷重の 80%まで低減した時の変

位を終局変位δu とし，これを降伏変位δy0 で除した値

（δu／δy0）と定義した。 

計算の仮定として，いずれの試験体も正負交番作用を

考慮し，断面の最も外側に配置された補強部軸方向筋に

生じるひずみが降伏ひずみに達したときの曲げモーメン

トおよび曲率を求め，これらを初降伏モーメント My0，

初降伏曲率φy0 とした。また，最外縁の軸方向の圧縮鉄

筋位置におけるコンクリートのひずみが終局ひずみに達

した時の曲げモーメントと曲率を，それぞれ終局曲げモ

（a）無補強 No.1          （b）乾式補強 No.2          （c）湿式補強 No.3 

図－8 水平力－水平変位関係 
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図－9 基部の破壊状況 
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ーメント Mu，終局曲率φuとした。また，設計上値の算

出に当たっては，PCM は既設コンクリートの特性値を用

いた。 

 

4. 結果および考察 

4.1 変形性状およびひび割れ状況 

載荷点における水平力と柱天端における水平変位の

履歴曲線を図－8に示す。無補強の No.1 は既設部の軸方

向筋が降伏した後，1.7δy0で最大荷重となり，柱全域に

わたりせん断補強筋位置に曲げひび割れが発生した。3

δy0 で既設部の軸方向筋の抜出しにより，下部フーチン

グにひび割れが発生した。5δy0で塑性ヒンジ付近にコン

クリートの膨み出しが生じ始め，7δy0でかぶりコンクリ

ートが剥落して耐力を失った。軸方向筋は座屈しており，

コアコンクリートの損傷は内部に達していた。 

乾式および湿式 PCM 吹付けで補強した No.2 および

No.3 は補強部の軸方向筋が降伏した後 1.7～2.0δy0で最

大荷重となり，3～3.2δy0 で下部フーチングにひび割れ

が発生した。 5～5.5δy0で塑性ヒンジ区間における PCM 

の膨み出しが生じ始め，基部から 175mm の高さの位置

で補強部の軸方向筋が座屈し，PCM のかぶりが剥落して

耐力を失った。 

図－9 に基部の破壊状況を示す。いずれも最終的には

柱基部に塑性ヒンジが形成され，破壊に至ったことが確

認された。 

 

4.2 補強効果の評価 

表－5 に設計値と試験結果の水平力と変位の比較を示

す。図－10に水平力－水平変位履歴曲線（包絡線）を示

す。 

本試験では乾式 PCM と湿式 PCM の種類について，補

強効果に対する顕著な差異は認められなかった。初降伏

耐力については，無補強に比べ補強試験体は乾式 PCM

で 1.95 倍，湿式 PCM で 2.22 倍の増加となった。最大耐

力についても無補強に比べ補強試験体は乾式 PCM で

2.30 倍，湿式 PCM で 2.08 倍の増加となった。 

また，道路橋示方書Ⅴ耐震設計編に基づく保有水平耐

力の設計値 Pu と実験による最大水平力 Pmax を比較する

と，乾式 PCM で 1.03 倍，湿式 PCM で 0.93 倍とほぼ 1

であることがわかった。 

変形性能については，いずれの試験体も柱の曲げ剛性

が向上した。塑性率は，曲げ破壊先行型となるようせん

断補強筋を配置したため，比較的靭性のある無補強試験

体と比較して補強試験体は乾式 PCM で 8.1，湿式 PCM

で 7.1 を示し，いずれも道路橋示方書Ⅴ耐震設計編に規

定される曲げ破壊型 RC 橋脚の塑性率（補強試験体に対

して 3.00）を上回っており，十分な靭性を有していた。

これは補強部に設置したせん断補強筋のひずみは降伏ひ

ずみ相当まで発現しており，このことは横拘束筋として

有効に機能したことを示唆するものである。また終局変

図－10 包絡線 
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設計値 6.98 kN kN

実験 11.3 kN 25.8 20.10 kN 2.28 1.78

設計値 1.87 mm mm

実験 2.02 mm 3.56 2.77 mm 1.76 1.37

設計値 27.3 kN kN

実験 25.9 kN 50.5 57.3 kN 1.95 2.22

設計値 24.4 mm mm

実験 29.1 mm 22.3 27.8 mm - -

設計値 27.7 kN kN

実験 31.6 kN 72.7 65.7 kN 2.30 2.08

設計値 67.5 mm mm

実験 181 mm 180 197 mm - -

設計値 2.73

実験 6.21 8.06 7.09 1.30 1.14

エネルギー吸収能 E 実験 5.01 kN・m 9.71 10.60 kN・m 1.94 2.12

1.69

項目

ひび割れ耐力 Pc
11.8

無補強

初降伏耐力 Py0
53.0 1.94

ひび割れ変位 δc

1.38 -

最大耐力

(最大水平力)

Pu
(Pmax)

70.8 2.56

初降伏変位 δy0

17.7 -

70.2 -

塑性率 μ
2.97 -

終局変位 δu

表－5 試験結果 
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位δu までの P－δ曲線で囲まれた部分の面積をエネル

ギー吸収能と定義すれば，無補強のものを 1.94，2.12 倍

上回っていることが確認された。 

また，前述のとおりいずれの試験体も設計で想定した

通りの耐荷性能を発揮することが実証された。このこと

から，本補強工法に対して道路橋示方書Ⅴ耐震設計編に

基づく補強設計の妥当性が実証されたものといえる。 

 

5. まとめ 

（1） 無補強試験体と比較して，補強部軸方向筋を基部

定着した試験体は，1.95，2.22 倍の初降伏耐力の

増加が認められた。 

（2） 乾式 PCM と湿式 PCM の種類について，補強効

果に対する顕著な差異は認められなかった。 

（3） 実験値の降伏荷重と道路橋示方書Ⅴ耐震設計編

に基づく保有水平耐力の設計値を比較すると，い

ずれの試験体に対しても精度良い一致が見られ

ることから，本補強工法に対して同示方書に基づ

く補強設計の妥当性が実証されたものといえる。 

（4） いずれの補強試験体も設計で想定した通りの靭

性とエネルギー吸収能を有していることが確認

できた。 
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